
  

  

  

  

  

  
      

  

（毎月約300名の方が受講）日本ナレッジセンター セミナー   NO.180411 

講師略歴 

【講 師】 

【重点講義項目】 

＊当セミナーの録音、転送、撮影等はお断りしております。また、法律事務所ご所属の方は、お申込みご遠慮願います。  

１．海外ガバナンス・コンプライアンスの問題点 

（1）ガバナンスとコンプライアンスの違い －ガバナンスなければコンプライアンスなし 

（2）コンプライアンス情報を如何に浸透させるか －what ではなくwho, how も 

（3）海外経営資源の有効活用 −本社管理部の「守り」と現法社長の「攻め」の役割分担 

（4）海外子会社「管理」の意味と実践 －事前の「デザイン」「お膳立て」「サポート」 

２．海外主要約15か国の会社・労務・贈賄・独禁法・情報保護・BCP対策 

（1）海外主要国の会社法・人事・労務・贈賄・独禁法・情報保護・経理・BCP情報 

（2）現場の監査で見える「定型的」ミスを因数分解して本社で一括管理 －コスト減に 

（3）海外の現場で感じるジレンマ －コンプライアンス研修の具体的方法など 

３．グローバル人材・人事戦略とコミュニケーション戦術 

（1）どの国にどのような人材を派遣すべきか －インドにはB型関西人？ 

（2）グローバル人材育成戦略と「定量的」評価方法 －「人事・労務で法務を予防」 

（3）現法社長を何年くらいの任期にすべきか －現地で「王様化」しないためには？ 

（4）人種・国籍等に従った昇進管理 －「ガラスの天井」を設けるべきか 

（5）現地スタッフの従業員満足度向上方法 －貧富に応じて／日本の「昭和」を参考に 

４．海外関連会社のガバナンス・コンプライアンス・管理 

（1）リスクマトリックスを用いたメリハリのある理想的な海外関連会社管理・監査方法 

（2）ストライキ・Job Hopping防止等の具体的労務管理対策とチェックリスト 

（3）内部通報制度の工夫と情報管理（国外移転，GDPR）の相克 

（4）贈賄やカルテルにどう対処するか －現地商慣習への対応ノウハウの蓄積化  

中山国際法律事務所 代表弁護士・公認不正検査士・国際化支援アドバイザー 中山 達樹 氏  

1998年東京大学法学部卒業。2007年三宅・山崎法律事務所入所（2015年からパートナー）。2010年シンガポール国立大学ロースクール 

修士課程（アジア法専攻）修了。2010年～2011年にはシンガポールのDrew & Napier法律事務所に、初の日本人弁護士として勤務。 

2015年中山国際法律事務所開設 同事務所代表弁護士。2013年中小機構国際化支援アドバイザー。2016年公認不正検査士。 

2017年一般社団法人グローバルチャレンジ設立、代表理事就任。 

【著書・論文】『アジア労働法の実務 Q&Ａ』商事法務（2011年）をはじめ海外進出（主として新興国）に関する著書論文，また講演実績多数。  

 言語や文化の壁を超えて海外関連会社の現場にコンプライアンスを浸透させるためには、「何を」(what)整 

備すべきかのみならず、「誰が」(who)「どうやって」(how)  現場に伝えるべきか、までを考慮しなければい 

けません。本社−現地間の「距離感」は案外大きいからです。 

 ところが、人材不足もあり、会計の見地から現地の往査をしていても、ガバナンス・コンプライアンスの見 

地から現地の往査をしている企業はほとんどありません。このため、多くの企業が、現地のコンプライアンス 

の実態・実情を把握できていません。これはリスクを放置しているに等しいといえます。 

 そこで、昨年は２０回（計９０日）もの海外出張をして、最も「現場」に密着し、海外コンプライアンスの 

問題点を最もよく知る国際弁護士が、極めて実務的な視点から、「誰が」「どのような」役割分担をして海外 

コンプライアンスを実施すべきかにつき、大胆に提言します。 

【講義概要】 

～「現場の肌感覚」を最も知る国際弁護士が 

グローバル・ガバナンス・コンプライアンスの問題点を浮き彫りに～ 

海 外 関 連 会 社 の ガ バ ナ ン ス ･ コ ン プ ラ イ ア ン ス  
極 め て 実 務 的 な 視 点 か ら の 実 施 の 具 体 的 方 法  

一般社団法人グローバルチャレンジ  代表理事  



申込方法 

1.下記の申込欄をご記入の上、FAXにてお申込下さい。Eメールにてお申込をされる場合は、下記申込内容と同内容をご送信 

 下さい。（フォームはご自由にて結構です） 

2. お申込を頂きますと、①受講証 ②会場地図 ③ご請求書をご郵送致します。 

  お申込をされてから､ ５日程度経過してもお手元に上記書類が届かない場合はご一報頂けましたら幸いです。 

3. 参加費は開催前日までに請求書に記載の銀行口座へお振込み下さい。 

  開催後のお振込みとなる場合は、下記の申込書内の「お振込み予定日」を必ずご記入下さい。 

4. 定員になり次第締め切りますので、早めにお申込下さい。 

5. 振込先：みずほ銀行 新橋支店（店番号130） 普通2288581 口座名：株式会社日本ナレッジセンター 

申込み先 株式会社日本ナレッジセンター  

FAX :０３-５５１１-０７０７ Eメール: info@jkcc.jp  TEL:03-5511-8668  

〒105-0001 東京都港区虎ノ門1-12-12 虎ノ門石田印房ビル 

所 属 部 署 ・ 役 職 名 

参加申込書 このままFAXにてお送り下さい、着信のご連絡を申し上げます。 （ご記入者氏名：        ）      

4月23日（月）開催 【No. 180411 海外関連会社のガバナンス・コンプライアンス】  2018年     月          日  

会社・団体名 

所在地 〒     － 

TEL FAX 

請求書のご送付先 

（開催後のお振込みの場合のみ記入） 

     

   年     月     日 

開催日時  2018年4月23日(月)  13時15分～16時15分（開場:13時）   

《 日本ナレッジセンター セミナー  NO.180411 》 

参加者ご氏名          

 ニホンナレッジセンター  

・ 当日は出席者（団体名）リストの配布を致しません。・ 講師へ団体名、部署、役職、氏名を連絡しております。 

ご記載頂きましたお客様の個人情報は、厳正な管理下で安全に保管し、当該セミナーに関する業務の処理及び今後のセミナーのご案内
に利用させて頂きます。また、当該セミナー講師以外の第三者へ情報を提供することはございません。 
◆個人情報についてのお問合せ先： 
〒105-0001 港区虎ノ門1-12-12 株式会社日本ナレッジセンター  電話 03-5511-8668  info@jkcc.jp 

Eメールでの 
セミナー案内希望   

＠ 

お振込み予定日 

(セミナー終了時間につきましては、Ｑ＆Ａにより１０分程度前後致します) 

フリガナ 

□ご記入者宛て  □ご参加者宛  □右記 

会  場  厚生会館 会議室 東京都千代田区平河町1－5－9 

(会場へのアクセスにつきましては、お申込後、会場アクセス地図をご案内致します)  ℡(03) 3264-1241 

参 加 費  1名 27,000円（25,000円+消費税） 2名（同一法人）同時申込 49,680円（46,000円+消費税）  
         注1）2名同時申込料金は、同時申込以外の場合は適用されませんのでご了承下さい。 

         注2）3名以上にてお申込みの際は、上記2名料金を基準に算出致します。（２名料金÷２×参加者人数） 

         注3）振込手数料はご負担願います。 

キャンセル（お申込み後の取消し）について、お申込前に十分にご確認下さい。 
 注）キャンセルをされる場合は､ ＦＡＸ又はＥメールにてご連絡下さい 

 【キャンセル料】①開催日より４日前まで（土日及び祝日を除く）・・・無料（４月１８日迄） 
        注）お客様のご都合によりキャンセルされる場合、返金時の振込費用をご負担下さいます様お願い致します。  

         ②開催日より３日前から（土日及び祝日を除く）・・・参加費の全額（４月１９日以降） 
        注）②の場合はセミナー資料の送付または代理人の出席をもって参加とさせて頂きますので、ご了承下さいますようお願い 

         申し上げます。また、開催前日までにお振込みが完了していない場合でもキャンセル料はかかりますのでご注意ください。 
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